
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘要
当期償却額

建 物 349¶943¶403¶090 13¶086¶197¶728 1¶728¶587¶575 361¶301¶013¶243 72¶976¶954¶296 13¶442¶429¶655 0 288¶324¶058¶947

構 築 物 32¶382¶703¶443¶633 698¶029¶357¶115 9¶773¶127¶820 33¶070¶959¶672¶928 4¶350¶112¶333¶811 802¶736¶856¶427 0 28¶720¶847¶339¶117 ~

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 965¶611¶389¶785 69¶716¶929¶644 16¶944¶833¶311 1¶018¶383¶486¶118 407¶090¶883¶579 74¶097¶052¶819 0 611¶292¶602¶539

工具器具備品 1¶980¶730¶165 387¶572¶168 16¶245¶072 2¶352¶057¶261 865¶995¶906 274¶226¶655 0 1¶486¶061¶355

建設仮勘定 1¶571¶639¶052¶879 6¶014¶667¶851 232¶239¶117¶162 1¶345¶414¶603¶568 0 0 0 1¶345¶414¶603¶568

計 35¶271¶878¶019¶552 787¶234¶724¶506 260¶701¶910¶940 35¶798¶410¶833¶118 4¶831¶046¶167¶592 890¶550¶565¶556 0 30¶967¶364¶665¶526

土 地 8¶416¶429¶534¶501 89¶363¶145¶552 11¶246¶600¶193 8¶494¶546¶079¶860 0 0 0 8¶494¶546¶079¶860

非 償 却 資 産 建設仮勘定 795¶521¶011¶745 0 79¶644¶147¶203 715¶876¶864¶542 0 0 0 715¶876¶864¶542

計 9¶211¶950¶546¶246 89¶363¶145¶552 90¶890¶747¶396 9¶210¶422¶944¶402 0 0 0 9¶210¶422¶944¶402

有 形 固 定 資 産 合 計 44¶483¶828¶565¶798 876¶597¶870¶058 351¶592¶658¶336 45¶008¶833¶777¶520 4¶831¶046¶167¶592 890¶550¶565¶556 0 40¶177¶787¶609¶928

借 地 権 250¶589¶280¶258 76¶954¶397 0 250¶666¶234¶655 0 0 0 250¶666¶234¶655

無 形 固 定 資 産
ソフトウェア 301¶436¶831 12¶850¶400 0 314¶287¶231 247¶069¶967 49¶330¶803 0 67¶217¶264

そ の 他 2¶313¶213¶529 62¶167¶125 481¶440 2¶374¶899¶214 1¶322¶541¶325 213¶343¶424 0 1¶052¶357¶889

計 253¶203¶930¶618 151¶971¶922 481¶440 253¶355¶421¶100 1¶569¶611¶292 262¶674¶227 0 251¶785¶809¶808

なお、当該資産の貸借対照表計上額及び当期増減額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

貸借対照表計上額

前期末残高 当期増減額 当期末残高

40¶792¶898 � 363¶401 40¶429¶496

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２） 当期増減額のうち、主な増加額は取得によるものであり、主な減少額は減価償

却によるものであります。
また、当該資産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他

1¶447¶792 1¶396¶801 3

（注１） 賃貸収益は、道路資産貸付料収入及び占用料収入であり、これに対応する賃貸
費用は、道路資産貸付業務費（貸付道路資産減価償却費、固定資産除却損等）及
び支払利息であります。

（注２） その他は、売却損益を相殺した後の損失であります。

平
成

™
š
年

 
月

 
日
金
曜
日

(
号
外
第

˜
 
Ÿ
号
)

官
報

‚ 機構債
機構債の時価については、日本証券業協会が公社債店頭売買の参考となる価格（売
買参考統計値）を公表している機構債については、平成23年３月31日現在の当該価
格を採用し、同協会が売買参考統計値を公表していない機構債については、当該債
券から発生する将来のキャッシュ・フローを適切な市場利子率で割り引いて現在価
値にする方法（割引現在価値法）により算出した値を採用しております。

ƒ 長期借入金
長期借入金の時価については、当該借入れから発生する将来のキャッシュ・フ

ローを適切な市場利子率で割り引いて現在価値にする方法（割引現在価値法）によ
り算出した値を採用しております。

„ 長期未払金
長期未払金の時価については、当該未払金から発生する将来のキャッシュ・フ

ローを適切な市場利子率で割り引いて現在価値にする方法（割引現在価値法）によ
り算出した値を採用しております。

10 賃貸等不動産関係
機構が保有する賃貸等不動産は、機構法に基づき各高速道路会社に貸し付けている全国の
高速道路に係る土地、建物、構築物その他の道路資産であり、当該資産は、料金徴収期間の
満了の日の翌日において、本来道路管理者である国又は地方公共団体へ無償で譲渡されるも
のであります。（道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第52条）
当該資産は、政策目的に基づき機構が保有しているものであり、その規模・性質等は民間
企業にはみられないものであることから、市場価格の観察又は合理的な価額の算定は極めて
困難であります。従いまして、当該資産の当期末の時価については表示しておりません。
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